










(昭和28) 年, 社会福祉事業法 (現, 社会福祉法) の時代, ②1976 (昭和51) 年, 措置制
度の時代, および③2000 (平成12) 年, 契約制度の時代がターニングポイントとして指摘
できる｡ 殊に②の措置制度の時代は, 1976年１月に厚生省 (現, 厚生労働省) 通知社施第
25号 ｢社会福祉施設を経営する社会福祉法人の経理規定準則の制定について｣ (以下, ｢経
理規定準則｣) が発出され, 企業会計方式の理論や手法とは異なる独自の会計基準を形成
した｡ その後, ③の契約制度の時代に移行してからは, 2000年２月に社援第310号 ｢社会






になる｡ また, 運営施設によっても病院施設であれば, 相応の適用会計基準があるし, 特
別養護老人ホームのように介護保険事業を営む場合には, 厚生省が2000年３月に厚生省老
人保健福祉局老人福祉計画課長老計第８号 ｢指定介護老人福祉施設等に係る会計処理等の
取扱いについて｣ における ｢指定介護老人福祉施設等会計処理等取扱指導指針｣ (以下,
｢指導指針｣) を通知し, 指定介護老人福祉施設等は現行基準と指導指針の選択適用が認め
られていた｡ このことによって, 介護施設関係者が混乱の渦に巻き込まれ, ｢ 『平成福祉
会計の乱』 ともいうべき事件の発端｣ (石山・小山・半田 [2002] 104頁) が生じたのであ
る｡ その他にも介護老人保険施設を経営する社会福祉法人は, ｢介護老人保健施設会計・
経理準則｣ (以下, ｢老健準則｣) が適用会計基準として制定されている｡ このことから社
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社会福祉法人新会計基準の特性と今後の方向性
吉 田 正 人
会福祉法人の会計処理一元化に適応するために現行基準が公表されたにもかかわらず, 病
院や保育園, 授産施設, 介護保険施設等, 運営施設の内容に応じて適用会計基準が複数併
存していることが問題となっていた (吉田 [2007ｂ] 163－167頁)｡
現行の社会福祉法人の会計ルールの問題点を解決するために, 2009 (平成21) 年12月25
日に厚生労働省雇用均等・児童家庭局, 社会・援護局, 障害保健福祉部, 老健局 ｢社会福
祉法人の新会計基準 (素案) について｣ が公表され, 2010 (平成22) 年12月８日には概要
資料である ｢社会福祉法人の新会計基準 (案) について｣ および ｢社会福祉法人会計基準
(案)｣ が公表された (以下, まとめて ｢新基準 (案)｣)｡ 新基準 (案) についての意見募
集も行われ, 早ければ2012 (平成24) 年度 (予算) から新基準へと移行する計画とした｡
その後, 2011 (平成23) 年７月27日に ｢社会福祉法人の新会計基準について｣ および ｢社








営研究会編 [2006] 33－46頁, 永田・田中 [2008] ２－７頁)｡
１ 従来型社会福祉法人経営モデル
社会福祉法人とは, 1951 (昭和26) 年に制定された社会福祉事業法により創設された法
人であり, ｢……社会福祉事業を行うことを目的として, この法律の定めるところにより




展した特別法人であり, ｢公益性｣ と ｢非営利性｣ の性格を併せ持っている｡ 公益性とは
不特定多数の利益を意味し, 社会福祉法人は社会福祉事業を行うという目的から公益性を






 第１種社会福祉事業とは, 公共性の特に高い事業であって, 当該事業の対象者の人格の尊厳に重大な関係を
持つ事業であるとされている｡ 第２種社会福祉事業は, 第１種社会福祉事業ではない社会福祉事業であるが,
第１種との相違は, その事業が行われることが社会福祉の増進に貢献するものであって, これにともなう弊






ため, 事業開始のためには社会福祉法人設立が必要となる｡ したがって, 事業の用に供す
る土地・建物の４分の１の資金を用意できれば設立許可が受けられる｡
 一法人一施設





る(２)｡ 1980 (昭和55) 年には社会福祉法人は9,471法人となり, 制度創設後約30年で約１万




の委託費用という性質であり, 人件費, 管理費等, 必要経費で措置費に積算されたものは,
施設入所者の処遇にのみ用いられるべきで積算費目以外への使用や剰余金の発生は認めら






めたものである｡ 措置制度では行政 (市町村, 福祉事務所等) が障害者や家族からの申請
に基づいてそれぞれの施設への入所を決定し, 社会福祉施設に対して委任を行う(３)｡
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 全国経営協会員法人調査によると, 2006 (平成18) 年３月末現在で経営協会員法人6,773法人中, １つしか施
設を経営していない社会福祉法人施設数は約3,800法人 (６割弱) である (社会福祉法人経営研究会編 [2006]
42頁)｡
 措置制度に基づき行政が福祉サービス (措置) の適用が必要だと判断した者に対して, 入所措置を行うため







②, ③の身体障害者施設, 知的障害者施設および①の児童福祉施設の一部が, 2003年から利用者自らが選択








整備等を背景に ｢福祉その他｣ の給付は高い伸びを示した｡ 1990年代に入ると, 急速な高
齢化を背景に, ゴールドプラン等による基盤整備が急速に進んだことから, ｢福祉その他｣







高齢者在宅介護サービスの分野を中心として, 営利法人, 生協, 農協, NPO 等の多様
な主体の参入が行われるようになった｡
 規制改革の動き












⑤ 虐待, ひきこもり, 自殺の増加, ホームレス等, 多様な福祉ニーズが生じる｡
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図表１ 社会保障給付費のうち福祉その他の推移
1970(昭和45)年度 1980(昭和55)年度 1990(平成２)年度 2006(平成18)年度
福祉その他 約0.6兆円 約3.6兆円 約4.8兆円 約14.9兆円
対国民所得比 0.97 1.77 1.38 4.0











[1976] 前文) と示しており, 社会福祉法人は, ｢……入所者が生活し種々の福祉サービス
を得るために財貨が消費される場であり, 会計は, 主として措置費等公的資金の収支を明








[2008] 13－15頁)｡ つまり, 社会福祉法人にも民間並みに競争原理が働き, 顧客獲得競争
に参戦する時代に突入したということがいえる｡ 現行基準がそれに対応した規定となって
おり, 福祉サービス利用者 (顧客) に対し, 計算書類の開示義務化等, 適切な情報を提供
し経営の透明性を確保させ, 限られた収入からいかに効率的な経営を行い, どのように利
用者に最適なサービスを提供するか, 損益計算を導入しコスト管理の意識を徹底させる｡
現行基準はそのためにも企業会計の手法を相当に取り入れている (吉田 [2007ｂ] 参照)｡
これは社会福祉法人のみの傾向ということではなく, より広範の非営利組織体の環境制約













[2007ｂ] 172頁)｡ しかし, 社会福祉法人の現行基準が2000年に通知された後, 公益法人
会計基準は2004 (平成16) 年に約20年ぶりに改正された｡ それは社会福祉法人の現行基準
以上に企業会計的手法を取り入れている (岡村 [2011] 19－23頁, 吉田 [2007ａ] 13頁,
吉田 [2007ｂ] 172－173頁)｡
社会福祉法人の現行基準はその特徴の１つとして, 計算書類を, ①資金収支計算書,
②事業活動収支計算書, ③貸借対照表, および④財産目録で構成している｡ 資金収支計算





ここで１つの取引によって計算書類のうち, 資金収支計算書, 事業活動収支計算書, お
よび貸借対照表に記録されることを次の設例で示し, 解説することにする｡
未収金は, 貸借対照表に計上される｡ 介護報酬収入は, 資金収支計算書および事業活動
収支計算書にそれぞれ計上させるために, １つの取引で２つの同じ勘定科目が出ることに
なる｡ 須藤・斎藤・荒谷・田中・谷光 (2006) は, ｢……借方の 『支払資金』 とは, 財産
に変動を及ぼさない科目であり, いわば企業会計における対照勘定のようなものであり,
財務諸表上には計上されない科目である｡ このような仕訳は, 複式簿記の複式記入面にの
みに焦点を当てた仕訳であり, ある意味, 会計基準の財務諸表の形式を 『暗記』 していな
ければ行えない仕訳である｡ すなわち, 財産の増減記録法としての複式簿記という理論で
は説明しえない｣ (須藤・斎藤・荒谷・田中・谷光 [2006] 489頁) として現行基準の問題
点を指摘している (その他にも企業会計の複式簿記の仕訳とは異なる社会福祉法人会計簿




[2000] 139－145頁, 石山・小山・半田 [2002] 104－106頁, 須藤・斎藤・荒谷・田中・





(借) 未 収 金 100,000 (貸) 介護報酬収入 100,000






社会福祉法人の会計処理については, 2000 (平成12) 年度以降, ｢社会福祉法人会計基











また, 新基準の作成の際に日本公認会計士協会に依頼し, 現行の関係基準のほかに, 公
益法人会計基準 (2008 (平成20) 年４月) に採用されている会計手法を導入するとともに,
企業会計原則等も参考に資することとした｡
２ 新基準の基本的な考え方
① 社会福法人が行うすべての事業 (社会福祉事業, 公益事業, 収益事業) を適用対象
とする｡
② 法人全体の財務状況を明らかにし, 経営分析が可能なものとするとともに, 外部へ
の情報公開も勘案した作りとする｡
③ 新基準の作成に際しては, 既存の社会福祉法人会計基準, 指導指針, 就労支援会計













社会福祉法人が行う全事業 (社会福祉事業, 公益事業, 収益事業) を適用範囲とする｡
図表２を参照されたい｡
 計算書類の簡素化
① 現行基準の ｢計算書類｣ を ｢財務諸表｣ に名称変更する｡
② 資金収支計算書, 事業活動計算書, 貸借対照表, 財産目録は従来どおり作成される｡
③ 事業活動計算書, 貸借対照表を補足する書類として, 現行の多岐にわたる別表, 明
細表を統一して, 必要最小限の ｢附属明細書｣ として新たに整理する(４)｡
図表３に示してあるように新基準では財務諸表の構成要素に財産目録は含まれていない｡
また, 現行基準では計算書類の注記事項として記載していた７項目に加え, 経営内容を
より正確に説明する趣旨から, さらに８項目を追加し, 15項目に拡充した｡ なお, 法人全
体のほか, 拠点区分でも財務諸表の注記をするものとし, 図表４のようになった｡
 区分方法の変更―拠点区分の考え方の導入―





 ｢社会福祉法人の新会計基準について｣ では, ｢現行基準に基づいて作成が求められている各種の別表・付属
明細表などを共通フォームに統一し, 社会福祉法人に必要な内容に整理する｡｣ (厚生労働省 [2011] 13頁)








































































































出所：厚生労働省雇用均等・児童家庭局, 社会・援護局, 障害保健福祉部, 老健局 [2011] ｢社会福祉法人の新会計基準について｣ 7頁｡
② 拠点区分
事業区分を拠点 (一体として運営される施設, 事業所および事務所) 別に区分する
(ただし, 特養に通所介護, 短期入所生活介護が併設されている場合には, １つの拠
点区分とする等, 現行の指導指針における ｢会計区分｣ に準じた扱いとする)｡
③ サービス区分
 その拠点で実施する事業別 (たとえば, 特養, 通所介護, 短期入所生活介護等)

















































































































































 国庫補助金等特別積立金に ｢施設・設備整備資金借入金の償還補助金｣ を追加
現行基準では, 国庫補助金等特別積立金には施設・設備整備資金借入金の償還補
助金が含まれていなかった (一方で指導指針には含まれていた)｡ しかし, これは
実質的に施設・設備整備補助に相当するため, 追加するものとする｡
② 引当金の範囲
現行基準では, 徴収不能引当金, 賞与引当金, 退職給与引当金, およびそ
の他の引当金が認められていた｡ その他の引当金は, 実質的には積立金の性格が強い
点, 開示内容の透明化を図る点から, 新基準では, 徴収不能引当金, 賞与引当金,
退職給付引当金の３種類とする｡
③ 公益法人会計基準 (2008年) に採用されている会計手法の導入
資産・負債に係る流動・固定の区分, 資産の価値の変動等をより正確に財務諸表に















 採用している退職給付制度は, 財務諸表利用者の理解に役立つよう, 財務諸表の
注記に明示する｡
⑤ 共同募金配分金等の取扱い
共同募金会から社会福祉法人への配分金 (一般配分金, 特別配分金) は, 民間団体
からの助成金と同様の処理を行う｡ 受配者指定寄附金は, 従前と同様, 寄附金として
処理する｡
５ 移行期間
事務体制等が整い, 実施が可能な法人においては, 2012 (平成24) 年度 (予算) から移
行する｡ 新基準 (案) では2013 (平成25) 年度 (予算) にはすべての法人において移行す
るとしていたが, 新基準では2015 (平成27) 年度 (予算) までと準備期間にゆとりができ
た｡














よう｡ また, 新基準では法人全体の財務諸表の作成という, これまで問題視されていた複
数併存する社会福祉法人の会計ルールに関しても統一化が実現化した｡ 現行基準では ｢計
算書類｣ と定められていたものの, 新基準は ｢財務諸表｣ とし, 企業会計の基準, 公益法
人会計基準 (2008年) を参考にしていることを物語っている｡ 現行基準では ｢事業活動収
支計算書｣ であったが, 新基準では ｢事業活動計算書｣ となり ｢収支｣ は削除された｡ 収
入・支出は, 資金収支計算書で, 収益・費用は, 事業活動計算書で計上し, 後者の勘定科
目は損益計算書らしく ｢～収益｣, ｢～費用｣ と勘定表記される｡ しかし, 新基準による資
料の勘定科目比較表でみると, 複数存在する福祉関連会計基準の統一により勘定科目数が
増大し, より一層の集約が必要であるといえる｡



























(2010) は, 企業会計および非営利組織体の会計について, ｢非営利法人会計に対して盲従
的に企業会計を導入する考え方は, 誤った結論に帰着する危険性がある｡ 企業会計も上位
概念の会計からみれば, 特殊形態の一つにすぎず, 非営利法人会計も上位概念の会計の視
点から検討すべきである｡ そのためには, 企業会計と非営利法人会計 (さらには公会計)
に共通する統合的基礎概念の模索が課題となる｡｣ (川村 [2010] ９頁) と指摘している｡
社会福祉法人にとってはまさに盲従的に企業会計的手法を取り入れることに慎重になるべ
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(以下, ｢現行基準｣) が公表され, 企業会計方式に準拠した会計基準に見直されることと





現行の社会福祉法人の会計ルールの問題点を解決するために, 2011 (平成23) 年７月27
日に厚生労働省雇用均等・児童家庭局, 社会・援護局, 障害保健福祉部, 老健局通知 ｢社
会福祉法人の新会計基準について｣ および ｢社会福祉法人会計基準｣ (以下, まとめて
｢新基準｣) が正式に公表された｡ このことから, 社会福祉法人の会計の歴史はこれまで第
３期までターニングポイントとして指摘されていたが, 次のように新たに第４期を示すこ
とができるといえよう｡
第１期 1953年 社会福祉事業法の時代
第２期 1976年 措置制度の時代
第３期 2000年 契約制度の時代
第４期 2011年 会計制度一元化の時代
本稿においては, 環境変化による社会福祉法人経営モデルの歴史的変遷と現行基準の特
徴を明らかにし, 社会福祉法人の新基準の概要資料である ｢社会福祉法人の新会計基準に
ついて｣ を中心に取り上げ, 検討することで非営利組織である社会福祉法人の会計ルール
の将来の方向性を展望した｡
社会福祉法人は企業会計とは異なる独自の会計基準を適用していたずらに理解困難な財
務諸表を作成してしまうことは回避すべきである｡ ただし, 利用者本位の福祉サービスを
主体に考慮するならば, 社会福祉事業は貨幣的尺度という１つの徴憑で評価されるのでは
なく, それ以外のものを含めた総合的・外延的な評価が適切ではないかと思料する｡ 零細
な一法人一施設モデルが多い社会福祉法人では盲従的に企業会計的手法を取り入れること
に慎重になるべきであると考える｡ また, 企業会計的手法から事業の効率性を追求するな
らば, 福祉事業にとって必要なサービスの質が低下することも懸念される｡ 社会福祉法人
にとって望ましい経営モデルと対応する会計制度の構築の模索が今後の課題になるといえ
よう｡
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